
業務棚卸評価シート 1/6

徴収率を向上させる

23年度 24年度 25年度 124,014 124,014 126,430 126,430

1 総
税証明及び課税
台帳の閲覧事務

市税の証明発行及び課税
台帳の閲覧事務を行う。

申請者

定
例
定
型

税証明等の
受付

年50,000
件

年50,000
件

年50,000
件

2,674
年

46,305
件

再任用職員2名、臨
時職員1名、非常勤
嘱託1名の活用によ
り、迅速かつ円滑に
事務を行い、成果が
でている。

Ａ 4,115

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

1
税証明及び課税
台帳の閲覧事務

税証明等の受
付
（閲覧含む）

窓口の開設日
数

年２４４
日

年２４６
日

税証明等の受
付
（閲覧含む）

窓口の開設日
数

年２４８
日

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
税証明及び課税
台帳の閲覧事務

証明書の審査
び交付決定
（閲覧含む）

証明書等の作
成件数

年
50,000
件

年
46,305
件

証明書の審査
び交付決定
（閲覧含む）

証明書等の作
成件数

年
50,000
件

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
税証明及び課税
台帳の閲覧事務

証明書の引き
渡し及び手数
料の徴収
（閲覧含む）

手数料の収納
件数

年
40,000
件

年
35,702
件

2,674

証明書の引き
渡し及び手数
料の徴収
（閲覧含む）

手数料の収納
件数

年
40,000
件

4,115

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2 総
自動車臨時運行
許可事務

自動車臨時運行許可事務
を円滑に進める。

自動車
取扱業
及び
ユー

ザー車
検市民

定
例
定
型

自動車臨時
運行許可申
請の受付

年1,100件 年1,100件 年1,100件 41 年973件

申請に対してはすべ
て正確適切に審査し
迅速に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 41 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

2
自動車臨時運行
許可事務

自動車臨時運
行許可申請の
受付

許可申請の受
付件数

年1,100
件

年973件
自動車臨時運
行許可申請の
受付

許可申請の受
付件数

年1,100
件

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
自動車臨時運行
許可事務

自動車臨時運
行許可申請書
の審査及び許
可

許可申請の審
査件数

年1,100
件

年973件

自動車臨時運
行許可申請書
の審査及び許
可

許可申請の審
査件数

年1,100
件

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
自動車臨時運行
許可事務

自動車臨時運
行許可の引き
渡し及び手数
料の徴収

手数料の収納
件数

年1,100
件

年973件 41

自動車臨時運
行許可の引き
渡し及び手数
料の徴収

手数料の収納
件数

年1,100
件

41 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

3 総 市税の統計事務

市税に係る統計の整理を
行い、市税概要を作成
し、市民及び関係機関へ
公表する。

県税、
市民税
課、資
産税

課、会
計課、
財政課
及び県
内１８

市

定
例
定
型

市税に関す
る統計デー
タの入力等

５月末まで ５月末まで ５月末まで
5月末ま

で

目標とした期限まで
に事務が行われてい
る。
市税概要の作成、
ホームページへも掲
載し成果がでてい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

3 市税の統計事務
市税に関する
統計データの
入力等

調定数値の確
認及び入力

５月末ま
で

５月末ま
で

市税に関する
統計データの
入力等

調定数値の確
認及び入力

５月末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3 市税の統計事務
市税概要の作
成・ホーム
ページ公表

作成部数 ２００部 ２００部
市税概要の作
成・ホーム
ページ公表

作成部数 ２００部
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4 総 市税条例の整備
適切な税制事務向上と市
税に対する市民等の理解
を深める。

市民等

定
例
定
型

地方税法等
の改正等に
伴う条例改
正

随時 随時 随時 837 随時

税制改正による条例
の整備について、適
切に事務が行われ成
果が出ている。

Ａ 911 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

4 市税条例の整備
地方税法等の
改正等に伴う
条例改正

施行日 随時 随時 837
地方税法等の
改正等に伴う
条例改正

施行日 随時 911
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

5 総
固定資産評価審
査委員会に係る
事務

固定資産評価審査委員会
を運営する。

固定資
産評価
審査委
員会委

員

定
例
定
型

固定資産評
価審査委員
会の開催及
び庶務

年４回 年５回 年４回 99 年３回

定例の会議の開催及
び研修へ参加し、一
定の成果が出てい
る。

Ａ 355 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

5

固定資産評価審
査委員会に係る
事務

固定資産評価
審査委員会の
開催及び庶務

開催回数 年４回 年３回 90
固定資産評価
審査委員会の
開催及び庶務

開催回数 年４回 303
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

5

固定資産評価審
査委員会に係る
事務

固定資産評価
審査委員研修
会参加

参加回数 年１回 年１回 9
固定資産評価
審査委員研修
会参加

参加回数 年１回 52
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

業務
計画

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量

平成２３年度評価

実績値

活動 活動

活動量・サービス量の達成状況

目標値

事後評価

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動 活動

活動指標の名称

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

活動指標の名称

活動ごとの
決算額

施策目標

基礎情報

指標・目標

事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称
目標値

必要性予算内訳（千円）

収納課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名  収納課

③
成
果

今後の事業展開平成２４年度計画

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事業の改善提案

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

事業の指
標の達成

状況

23年度
の取組
に対す
る分析

実績

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

収納課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成



業務棚卸評価シート 2/6

徴収率を向上させる

23年度 24年度 25年度 124,014 124,014 126,430 126,430

業務
計画

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量

平成２３年度評価

実績値

活動 活動

活動量・サービス量の達成状況

目標値

事後評価

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動 活動

活動指標の名称

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

活動指標の名称

活動ごとの
決算額

施策目標

基礎情報

指標・目標

事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称
目標値

必要性予算内訳（千円）

収納課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名  収納課

③
成
果

今後の事業展開平成２４年度計画

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事業の改善提案

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

事業の指
標の達成

状況

23年度
の取組
に対す
る分析

実績

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

収納課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

6 総
神奈川県都市税
務協議会に係る
事務

県および県下１９市で税
務事務の情報交換、調査
研究を行う。

神奈川
県各市
税務関
係者

定
例
定
型

協議会への
参加及び負
担金の支出

年３回 年３回 年３回 128 年３回

県及び県内各市との
情報交換や調査研究
等により一定の成果
が出ている。

Ａ 160 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

6

神奈川県都市税
務協議会に係る
事務

協議会への参
加及び負担金
の支出

協議会の開催
回数

年３回 年３回 128
協議会への参
加及び負担金
の支出

協議会の開催
回数

年３回 160
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

7 総
湘南都市税務協
議会に係る事務

湘南９市で税務事務の情
報交換、調査研究を行
う。

湘南９
市税務
関係者

定
例
定
型

協議会への
参加

年５回 年５回 年５回 年５回

各市と情報交換を行
い税収対策や課題、
問題点等、情報を共
有しまた、解決を図
るなど一定の成果が
出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

7
湘南都市税務協
議会に係る事務

協議会への参
加

協議会の開催
回数

年５回 年５回
協議会への参
加

協議会の開催
回数

年５回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 総
神奈川県地方税
収対策推進協議
会に係る事務

県と市町が協力し、徴収
率の向上及び職員の資質
向上を図り、総合的な税
収確保対策を推進するた
め。

県、県
内市町
村の税
務関係

者

定
例
定
型

協議会への
参加

年１回 年１回 年１回 年１回

適切に事務を行って
おり、県職員短期派
遣制度により徴収率
の向上につながって
おり成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

8

神奈川県地方税
収対策推進協議
会に係る事務

協議会への参
加

協議会の開催
回数

年１回 年１回
協議会への参
加

協議会の開催
回数

年１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9 総
藤沢税務署地区
税務協議会に係
る事務

税の賦課徴収に関する相
互協力や調査研究を行
う。

県税、
2市1
町の税
務関係

者

定
例
定
型

協議会への
参加

年１回 年１回 年１回 年１回

税収確保のための徴
収対策等について情
報交換を行い一定の
成果が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

9

藤沢税務署地区
税務協議会に係
る事務

協議会への参
加

協議会の開催
回数

年１回 年１回
協議会への参
加

協議会の開催
回数

年１回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10 総
茅ヶ崎市租税教
育推進協議会に
係る事務

教育および税務関係者が
協力して租税教育を推進
する｡

児童･
生徒お
よび成

人

定
例
定
型

租税教室の
開催回数

年４回 年４回 年４回 年１回
小学校で租税教室を
開催し、税に対する
理解を深められた。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

10

茅ヶ崎市租税教
育推進協議会に
係る事務

協議会の開催
及び庶務

協議会の開催
回数

年1回 年1回
協議会の開催
及び庶務

協議会の開催
回数

年1回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10

茅ヶ崎市租税教
育推進協議会に
係る事務

租税教育用補
助教材（パン
フレット）の
作成

作成部数 5,000部 4,600部

租税教育用補
助教材（パン
フレット）の
作成

作成部数 5,000部
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10

茅ヶ崎市租税教
育推進協議会に
係る事務

租税教室の開
催

租税教室の開
催回数

年４回 年１回
租税教室の開
催

租税教室の開
催回数

年４回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11 総
（社）地方税電
子化協議会に係
る事務

地方税の電子化を推進
し、納税者の利便性の向
上を図る。

納税義
務者

定
例
定
型

協議会の参
加及び庶務

年２回 年２回 年２回 3,153 年３回

電子申告サービス導
入にむけ、税務事務
の電子化を推進する
事務手続き等を適切
に行っている。

Ａ 3,244 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

11

（社）地方税電
子化協議会に係
る事務

協議会の参加
及び庶務

協議会の開催
回数

年２回 年３回 3,153
協議会の参加
及び庶務

協議会の開催
回数

年２回 3,244
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

12 総
納税意識の啓発
事業

税の重要性及び納税意識
の高揚を図る。

納税義
務者

定
例
定
型

中学校への
募集依頼

年１回 年１回 年１回 年１回

適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る。今後も納税者の
現状を分析し啓発活
動を行う。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

12
納税意識の啓発
事業

税の作文コン
テストの実施

中学校への募
集依頼

年１回
年１回
(12校
1009人)

税の作文コン
テストの実施

中学校への募
集依頼

年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12
納税意識の啓発
事業

税の納期等の
広報業務

広報紙への掲
載回数

年12回 年12回
税の納期等の
広報業務

広報紙への掲
載回数

年10回

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13 総
相模・湘南車検
管内自動車税協
議会に係る事務

13市の相模･湘南車検管
内自動車税協議会の情報
交換と協調を図るため。

関係市
町村職

員

定
例
定
型

協議会への
参加

年２回 年１６回 年１６回 年２回

軽自動車税に係る情
報交換を行い諸問題
の解決が図られ一定
の成果がでている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し



業務棚卸評価シート 3/6

徴収率を向上させる

23年度 24年度 25年度 124,014 124,014 126,430 126,430

業務
計画

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量

平成２３年度評価

実績値

活動 活動

活動量・サービス量の達成状況

目標値

事後評価

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動 活動

活動指標の名称

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

活動指標の名称

活動ごとの
決算額

施策目標

基礎情報

指標・目標

事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称
目標値

必要性予算内訳（千円）

収納課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名  収納課

③
成
果

今後の事業展開平成２４年度計画

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事業の改善提案

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

事業の指
標の達成

状況

23年度
の取組
に対す
る分析

実績

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

収納課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

13

相模・湘南車検
管内自動車税協
議会に係る事務

協議会への参
加

協議会の開催
数

年２回 年２回
協議会への参
加

協議会の開催
数

年１６回
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14 総
軽自動車税の賦
課事務

軽自動車税の公平で適正
な賦課事務を行う。

納税義
務者

定
例
定
型

軽自動車税
の適正な賦
課

年50,000
件

年50,000
件

年50,000
件

4,168
年

51,009
件

公平・適正に軽自動
車税の賦課事務を
行っており、成果が
でている。

Ａ 5,026 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

14
軽自動車税の賦
課事務

軽自動車の所
有者調査

軽自動車協会
への所有者照
会回数

年５０回 年５７回
軽自動車の所
有者調査

軽自動車協会
への所有者照
会回数

年５０回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14
軽自動車税の賦
課事務

軽自動車税の
賦課

納税通知件数
年
50,000
件

年
51,009
件

4,006
軽自動車税の
賦課

納税通知件数
年
50,000
件

4,262
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

14
軽自動車税の賦
課事務

軽自動車税の
減免申請の受
付

減免申請件数
年４００
件

年３６９
件

軽自動車税の
減免申請の受
付

減免申請件数
年４００
件

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14
軽自動車税の賦
課事務

軽自動車の標
識交付及び廃
車申請受付

標識交付及び
廃車申請の件
数

年
22,000
件

年
21,641
件

162
軽自動車の標
識交付及び廃
車申請受付

標識交付及び
廃車申請の件
数

年
22,000
件

764 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

15 総
市たばこ税及び
入湯税の賦課及
び徴収事務

市たばこ税及び入湯税の
賦課及び徴収事務を円滑
に行う。

納税義
務者

定
例
定
型

申告書の受
付件数

年４０件 年４０件 年４０件
年45件

納付申告が確実に行
われている。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

なし

予
算
な
し

15

市たばこ税及び
入湯税の賦課及
び徴収事務

対象事業者の
調査

調査の実施回
数

年１回 年０回
対象事業者の
調査

調査の実施回
数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15

市たばこ税及び
入湯税の賦課及
び徴収事務

市たばこ税及
び入湯税の申
告書の受付
（税額の収
受）

申告書の受付
件数

４０件 ４５件

市たばこ税及
び入湯税の申
告書の受付
（税額の収
受）

申告書の受付
件数

４０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16 総 市税の減免事務
市税条例に基づき、市税
の減免を適正に行う。

納税義
務者

定
例
定
型

減免申請の
受付

年５００件 年５００件 年５００件 年468件

申請に対してはすべ
て正確適切に審査し
迅速に事務を行って
おり、成果がでてい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

16 市税の減免事務
市県民税の減
免申請の受付

市県民税の減
免申請件数

年１００
件

年８５件
市県民税の減
免申請の受付

減免申請件数
年１００
件

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16 市税の減免事務
固定資産税の
減免申請の受
付

固定資産税の
減免申請件数

年４００
件

年３８３
件

固定資産税の
減免申請の受
付

減免申請件数
年４００
件

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16 市税の減免事務 減免の検証
固定資産税減
免の検証

3月31日 3月31日 減免の検証
固定資産税減
免の検証

3月31日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16 市税の減免事務
り災証明の交
付

り災証明の交
付件数

８０件 ７６件
り災証明の交
付

り災証明の交
付件数

８０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17 総
市税の収納消込
事務

金融機関等へ納付された
市税の消込等を行う。

納税義
務者

定
例
定
型

処理件数
年
230,000
件

年
230,000
件

年
230,000
件

202
年

218,45
8件

事業の指標を概ね達
成し、市税の消込み
処理が正確適正に処
理できた。

Ａ 294 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

17
市税の収納消込
事務

金融機関等へ
納付された市
税の消込等

処理件数
年
230,00
0件

年
218,45
8件

202
金融機関等へ
納付された市
税の消込等

処理件数
年
230,00
0件

294
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

18 総
口座振替・郵便
振替・コンビニ
収納事務

口座振替・郵便振替・コ
ンビニで収納された市税
の消込や集計を行う。

納税義
務者

定
例
定
型

処理件数
年
330,000
件

年
330,000
件

年
330,000
件

12,434
350,90

7件

事業の指標を概ね達
成し、市税の消込や
集計が正確適正に処
理ができた。

Ａ 13,383 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

18

口座振替・郵便
振替・コンビニ
収納事務

口座振替 処理件数
年
160,00
0件

年
155,37
4件

1,588 口座振替 処理件数
年
160,00
0件

1,647
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持
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徴収率を向上させる

23年度 24年度 25年度 124,014 124,014 126,430 126,430

業務
計画

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量

平成２３年度評価

実績値

活動 活動

活動量・サービス量の達成状況

目標値

事後評価

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動 活動

活動指標の名称

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

活動指標の名称

活動ごとの
決算額

施策目標

基礎情報

指標・目標

事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称
目標値

必要性予算内訳（千円）

収納課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名  収納課

③
成
果

今後の事業展開平成２４年度計画

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事業の改善提案

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

事業の指
標の達成

状況

23年度
の取組
に対す
る分析

実績

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

収納課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

18

口座振替・郵便
振替・コンビニ
収納事務

郵便振替及び
コンビニ収納
等による手数
料の集計及び
支払

郵便振替及び
コンビニ収納
による取扱件
数

年
170,00
0件

年
180,78
6件

10,846

郵便振替及び
コンビニ収納
等による手数
料の集計及び
支払

郵便振替及び
コンビニ収納
による取扱件
数

年
170,00
0件

11,736
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

19 総
金融機関の口座
振替事務

ゆうちょ銀行に係る口座
振替で収納された市税の
消込や集計を行う。

納税義
務者

定
例
定
型

処理件数
年20,000
件

年20,000
件

年20,000
件

1,813
年

16,912
件

事業の目標を概ね達
成し、正確適正に処
理できた。

Ａ 2,072 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

19
金融機関の口座
振替事務

口座振替 処理件数
年
20,000
件

年
18,203
件

1,813 口座振替 処理件数
年
20,000
件

2,072
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

20 総
過年度の市税還
付金及び還付加
算金の事務

過年度の市税還付金及び
還付加算金の事務を速や
かに行う。

納税者
等

定
例
定
型

処理件数 年2,000件 年2,000件 年2,000件 67,270
年1,129

件

正確適切にかつ迅速
に事務処理ができ
た。

Ａ 66,016 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

20

過年度の市税還
付金及び還付加
算金の事務

過誤納等の市
税及び還付加
算金の還付

処理件数
年2,000
件

年1,129
件

67,270
過誤納等の市
税及び還付加
算金の還付

処理件数
年2,000
件

66,016
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

21 総
現年度分の徴収
に関する事務

現年度分滞納の早期解消
を図る。

滞納者

定
例
定
型

徴収率 98.34％ 98.34％ 98.34％ 15,215 98.46%

徴収率の目標は概ね
達成できており、民
間活力の活用により
今後の成果が見込め
る。

Ａ 13,683

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

21
現年度分の徴収
に関する事務

督促状の作成
及び発布

督促状の発布
枚数

年
94,000
件

年
90,736
件

14,468
督促状の作成
及び発布

督促状の発布
枚数

年
94,000
件

12,239

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

21
現年度分の徴収
に関する事務

現年催告書の
送付

現年催告書の
発布枚数

年
12,000
件

年9,047
件

747
現年催告書の
送付

現年催告書の
発布枚数

年
12,000
件

1,444

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

21
現年度分の徴収
に関する事務

現年度分の早
期対応

メールサービ
スの登録件数

年1,500
件

年1,346
件

現年度分の早
期対応

メールサービ
スの登録件数

年1,700
件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

22 総
納税推進セン
ター事業

現年度分滞納の早期解消
を図る。

滞納者
政
策

収入率 45% 45% 45% 9,998 ３７%

目標値を達成してい
ないが、対象者全て
に架電が実施でき、
成果が出ている。

Ａ 10,449

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

22
納税推進セン
ター事業

納税推進セン
ターを開設し
電話による納
付呼びかけ

架電件数
年
20,000
回

年
16,011
回

9,998

納税推進セン
ターを開設し
電話による納
付呼びかけ

架電件数
年
20,000
回

10,449

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

23 総
滞納繰越分の徴
収に関する事務

滞納繰越分滞納者に対し
て納税を促す。

滞納者

定
例
定
型

徴収率 19.80％ 19.80％ 19.80％ 4,659 25.5％
徴収率は目標以上を
達成し､成果が出て
いる｡

Ａ 5,061

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

23
滞納繰越分の徴
収に関する事務

納税催告書の
作成及び発布

催告書の発布
件数

年
25,000
件

年
22,692
件

4,441
納税催告書の
作成及び発布

催告書の発布
件数

年
25,000
件

4,953

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 25

定例事務の補助とし
て活用している臨時
職員を非常勤嘱託職
員に変更する。

減
ら
す

23
滞納繰越分の徴
収に関する事務

随時催告書及
び電話催告件
数

催告件数
年
15,000
件

年
16,134
件

218
随時催告書及
び電話催告件
数

催告件数
年
15,000
件

108

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 25

定例事務の補助とし
て活用している臨時
職員を非常勤嘱託職
員に変更する。

減
ら
す

23
滞納繰越分の徴
収に関する事務

滞納者宅等へ
の臨場

臨場件数 年600件 年797件
滞納者宅等へ
の臨場

臨場件数 年600件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

23
滞納繰越分の徴
収に関する事務

夜間窓口、夜
間電話催告の
実施

実施日数 年１７日 年１７日
夜間電話催告
の実施

実施日数 年１７日

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

23
滞納繰越分の徴
収に関する事務

休日窓口の開
設

開設日数 年６日 年６日
休日窓口の開
設

開設日数 年６日

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

24 総
滞納者の財産調
査に関する事務

滞納者の財産調査を行
い、担税能力の把握に努
める。

滞納者

定
例
定
型

調査件数
年
100,000
件

年
100,000
件

年
100,000
件

919
年

91,255
件

財産調査件数の目標
を概ね達成してお
り、徴収率につなが
り成果がでている。

Ａ 537 未 高 高 高
現状維

持
維
持
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徴収率を向上させる

23年度 24年度 25年度 124,014 124,014 126,430 126,430

業務
計画

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量

平成２３年度評価

実績値

活動 活動

活動量・サービス量の達成状況

目標値

事後評価

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動 活動

活動指標の名称

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

活動指標の名称

活動ごとの
決算額

施策目標

基礎情報

指標・目標

事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称
目標値

必要性予算内訳（千円）

収納課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名  収納課

③
成
果

今後の事業展開平成２４年度計画

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事業の改善提案

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

事業の指
標の達成

状況

23年度
の取組
に対す
る分析

実績

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

収納課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

24
滞納者の財産調
査に関する事務

預貯金・生命
保険調査件数

調査件数
年
100,00
0件

年
91,255
件

919
預貯金・生命
保険調査件数

調査件数
年
50,000
件

537
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

25 総
滞納処分に関す
る事務

国税徴収法に基づき、滞
納処分を行い滞納の解消
を図る。

滞納者

定
例
定
型

差押件数
換価件数
執行停止件
数

年400件
年300件
年150件

年400件
年300件
年150件

年400件
年300件
年150件

368
年450件
年391件
年365件

目標をすべて上回
り、適正に処理され
ている。

Ａ 895 未 高 高 高
現状維

持
維
持

25
滞納処分に関す
る事務

滞納者の財産
に対する差押

差押件数
年４００
件

年４５０
件

365
滞納者の財産
に対する差押

差押件数
年４００
件

612
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

25
滞納処分に関す
る事務

差押した財産
の換価

換価件数
年３００
件

年３９１
件

3
差押した財産
の換価

換価件数
年３００
件

283
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

25
滞納処分に関す
る事務

滞納処分の執
行停止の決定

執行停止件数
年１５０
件

年３６５
件

滞納処分の執
行停止の決定

執行停止件数
年１５０
件

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

26 総
不動産公売に関
する事務

差押不動産を公売執行す
るための評価額を算定す
る。

滞納者

定
例
定
型

差押不動産
の公売件数

年１件 年１件 年１件 0 年0件

不動産公売を予定
し、鑑定を実施した
が、完納により未実
施。

Ａ 153 未 高 高 高
現状維

持
維
持

26
不動産公売に関
する事務

固定資産鑑定
評価

差押不動産の
公売件数

年１件 年0件 0
固定資産鑑定
評価

差押不動産の
公売件数

年１件 153
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

27 総
税・料徴収一元
化の推進

税・料重複滞納者に対し
て納付を促す。

滞納者

定
例
定
型

庁内研修会
対象事案数

年１回
年150件

年１回
年150件

年１回
年150件

年１回
年105件

保険年金課の徴収委
託を行い、収納の拡
大が図られた。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

27
税・料徴収一元
化の推進

庁内滞納整理
研修会の開催

開催回数 年１回 年１回
庁内滞納整理
研修会の開催

開催回数 年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

27
税・料徴収一元
化の推進

税・国民健康
保険料の重複
滞納者に対す
る滞納整理

対象事案数
年１５０
件

年１０５
件

税・国民健康
保険料の重複
滞納者に対す
る滞納整理

対象事案数
年１５０
件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

28 総
電子納税サービ
スの導入

納税しやすい環境の整備
及び納税者の利便性の向
上によって徴収率の向上
と税務事務の効率化を図
る。

納税義
務者

政
策

導入に向け
た事業の進
捗状況

先進自治体
の運用状況
の把握

業者選定
システム開
発

各活動を
すべて実

施

先進都市を視察し、
庁内調整会議を実施
した。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
増
や
す

28
電子納税サービ
スの導入

先進自治体の
運用状況の把
握

アンケート実
施回数 年１回 年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

28
電子納税サービ
スの導入

先進自治体の
システム研究

視察の回数 年２回 年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

28
電子納税サービ
スの導入

システムの研
究・検討

庁内検討会議 年２回 年２回

業
務
計
画

予
算
な
し

28
電子納税サービ
スの導入

電子納税シス
テム導入会議

会議の開催回
数

年２回

業
務
計
画

可
必
要

可
不
可

無 有り 25

事前導入委託を行
い、システム開発及
び納付書レイアウト
作成などを開始す
る。

増
や
す

29 総
新たな消し込み
システムの導入

現在行っている市の公金
業務における消し込み事
務を見直し、新たな消し
込みシステムを導入する
ことにより事務の効率化
を図ります。

納税義
務者

政
策

消し込みシ
ステムの会
議数

年２回 年２回

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
増
や
す

29
新たな消し込み
システムの導入

事業実施に向
けた庁内会議

庁内検討会議 年２回

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 26
非常勤嘱託職員を活
用し、庁内の消込事
務の改善を行う。

増
や
す

29
新たな消し込み
システムの導入

市県民税特別徴収
に係る原符のデー
タ化(平成２４年度
は情報推進課の予
算から執行)

磁気テープ受
取

年９回

業
務
計
画

可
必
要

法
令
不
可

不
可

無 有り 25
平成２５年度より収
納課で予算を計上
し、執行する。

増
や
す
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徴収率を向上させる

23年度 24年度 25年度 124,014 124,014 126,430 126,430

業務
計画

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量

平成２３年度評価

実績値

活動 活動

活動量・サービス量の達成状況

目標値

事後評価

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動 活動

活動指標の名称

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

活動指標の名称

活動ごとの
決算額

施策目標

基礎情報

指標・目標

事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称
目標値

必要性予算内訳（千円）

収納課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名  収納課

③
成
果

今後の事業展開平成２４年度計画

活動ごとの
予算額

事業の
方向性

⑤
そ
の
他

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事業の改善提案

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

事業の指
標の達成

状況

23年度
の取組
に対す
る分析

実績

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

収納課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

現状維
持

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルにお
ける課（班）
の活動内容の
検証及び見直
し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルにお
ける課（班）
の活動内容の
検証及び見直
し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時住宅被
害調査

被害住宅調査
件数

対象住宅
全戸

実施なし
災害時住宅被
害調査

被害住宅調査
件数

対象住宅
全戸

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時におけ
る市税の徴収
猶予及び減免
措置

被災者の税負
担の軽減

対象住宅
全戸

実施なし

災害時におけ
る市税の徴収
猶予、減免措
置及びり災証
明書の交付

被災者の税負
担の軽減

対象住宅
全戸

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

住宅の被害調
査に関する研
修

開催回数 年２回 年２回
住宅の被害調
査に関する研
修

開催回数 年１回

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

36 36 35 35
現状維

持


